
(単位：円）

科　　目 金　　額

Ⅰ  事業活動収支の部

    １．事業活動収入

      ① 特定資産運用収入 1,089

      ② 会費収入 51,706,900

      ③ 雑収入 158,156

          事業活動収入合計 51,866,145

    ２．事業活動支出

      ① 事業費支出 38,579,846

      ② 管理費支出 11,959,316

          事業活動支出合計 50,539,162

            事業活動収支差額 1,326,983

Ⅱ　投資活動収支の部

    １．投資活動収入

          投資活動収入合計 0

    ２．投資活動支出

      ① 特定資産取得支出 1,200,000

          投資活動支出合計 1,200,000

            投資活動収支差額 △ 1,200,000

Ⅲ  財務活動収支の部

    １．財務活動収入

      ① 預り金受入・未払い金 1,016,824

          財務活動収入合計 1,016,824

    ２．財務活動支出

      ① 預り金支出 453,451

          財務活動支出合計 453,451

            財務活動収支差額 563,373

Ⅳ　予備費支出 0

            当期収支差額 690,356

            前期繰越収支差額 17,077,933

            次期繰越収支差額 17,768,289

　収　支　計　算　書　

至　令和 6年3月31日
自　令和 5年4月 1日



(単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

１．流動資産 17,904,939 １．流動負債 1,016,824

２．固定資産 67,102,904 ２．固定負債 35,737,000

負　債　合　計 36,753,824

科　　目 金　　額

１．一般正味財産 48,253,519

正味財産合計 48,253,519

資　産　合　計 85,007,843 負債及び正味財産合計 85,007,343

Ⅲ 正 味 財 産 の 部

　貸　借　対　照　表　

令和 6年3月31日現在

Ⅰ 資 産 の 部 Ⅱ 負 債 の 部



(単位：円）

科　　目 金　　額

Ⅰ　一般正味財産増減の部

    １．経常増減の部

      ① 経常収益 51,862,145

      ② 経常費用 51,799,318

当期経常増減額 62,827

    ２．経常外増減の部

      ① 経常外収益 1

      ② 経常外費用 1

当期経常外増減額 0

          当期一般正味財産増減額 62,827

          一般正味財産期首残高 48,190,692

          一般正味財産期末残高 48,253,519

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　　　　当期指定正味財産増減額 0

          指定正味財産期首残高 0

          指定正味財産期末残高 0

Ⅲ　正味財産期末残高 48,253,519

　正　味　財　産　増　減　計　算　書　

自　令和 5年4月 1日
至　令和 6年3月31日



(単位：円）

科　　目 金　　額

Ⅰ  資産の部

    １．流動資産

      ① 現金預金

現金預金合計 17,768,289

      ② その他流動資産

その他流動資産合計 136,150

          流動資産合計 17,904,439

    ２．固定資産

      ① 特定資産

特定資産合計 65,218,761

      ② その他固定資産

その他固定資産合計 1,884,143

          固定資産合計 67,102,904

資　産　合　計 85,007,343

Ⅱ　負債の部

    １．流動負債

          流動負債合計 1,016,824

    ２．固定負債

         固定負債合計 35,737,000

負　債　合　計 36,753,824

正　味　財　産 48,253,519

　財　産　目　録　

令和　6年3月31日現在



財務諸表に関する注記 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）固定資産の減価償却方法 

     固定資産の減価償却方法は、定額法で行っている。 

 （２）引当金計上基準について 

     退職給付引当金・・・・期末時における職員退職給付の要支給額の一部を財政の

許す範囲で計上している。 

（３）消費税等について 

    消費税等の会計処理については、税込み方式を採用している。 

 

２．特定資産の増減及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産 

 緊急搬送対策預金 

 退職給付引当資産 

 

29,481,761 

34,537,000 

 

0 

 1,200,000 

 

0 

0 

 

29,481,761 

35,737,000 

合計 64,018,761    1,200,000    0 65,218,761 

 ※退職給付引当資産必要額 

   要支給額 3,678万円、積立額 3,573 万円、不足額 105 万円、予算・決算の範囲内で積

立てを行っている。 

 

３．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高 

（単位：円）         

科目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

その他の固定資産 

什器備品 

 

898,651 

 

878,508 

 

20,143 

合計 898,651 878,508 20,143 

 

４．その他の項目については該当なし。 

 

 



(単位：円）

科　　目 金　　額

Ⅰ  事業活動収支の部

    １．事業活動収入

      ① 特定資産運用収入 2,000

      ② 会費収入 51,672,600

      ③ 雑収入 900,200

          事業活動収入合計 52,574,800

    ２．事業活動支出

      ① 事業費支出 40,156,000

      ② 管理費支出 12,168,800

          事業活動支出合計 52,324,800

            事業活動収支差額 250,000

Ⅱ　投資活動収支の部

    １．投資活動収入

          投資活動収入合計 0

    ２．投資活動支出

      ① 特定資産取得支出 250,000

          投資活動支出合計 250,000

            投資活動収支差額 △ 250,000

Ⅲ  財務活動収支の部

    １．財務活動収入

          財務活動収入合計 0

    ２．財務活動支出

          財務活動支出合計 0

            財務活動収支差額 0

Ⅳ　予備費支出 0

            当期収支差額 0

            前期繰越収支差額 17,768,289

            次期繰越収支差額 17,768,289

　収　支　予　算　書　

自　令和　6年4月 1日
至　令和　7年3月31日


